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予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 3,825,896 20.1 3,762,019 19.4 63,877 1.7

2 231,346 1.2 217,623 1.1 13,723 6.3

3 2,900 0.0 3,400 0.0 △ 500 △ 14.7

4 28,100 0.1 24,400 0.1 3,700 15.2

5 37,000 0.2 25,800 0.2 11,200 43.4

6 29,600 0.2 23,900 0.1 5,700 23.8

7 730,800 3.8 735,700 3.8 △ 4,900 △ 0.7

8 12,800 0.1 12,900 0.1 △ 100 △ 0.8

9 15,229 0.1 75,000 0.4 △ 59,771 △ 79.7

10 7,300,000 38.3 6,800,000 35.1 500,000 7.4

11 5,000 0.0 4,800 0.0 200 4.2

12 67,860 0.3 66,258 0.3 1,602 2.4

13 215,958 1.1 217,266 1.1 △ 1,308 △ 0.6

14 2,881,464 15.1 2,895,695 15.0 △ 14,231 △ 0.5

15 1,449,484 7.6 1,475,925 7.6 △ 26,441 △ 1.8

16 33,553 0.2 31,164 0.2 2,389 7.7

17 36,200 0.2 35,500 0.2 700 2.0

18 814,900 4.3 1,043,900 5.4 △ 229,000 △ 21.9

19 300,000 1.6 300,000 1.5 0 0.0

20 307,110 1.6 282,950 1.5 24,160 8.5

21 743,800 3.9 1,327,100 6.9 △ 583,300 △ 44.0

19,069,000 100.0 19,361,300 100.0 △ 292,300 △ 1.5

自主財源 5,601,477 29.4 5,739,057 29.6 △ 137,580 △ 2.4

依存財源 13,467,523 70.6 13,622,243 70.4 △ 154,720 △ 1.1

令和４年度一般会計当初予算総括表

（ 歳 入 ） （単位：千円）

令和４年度 令和３年度 比較

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金・負担金

使用料・手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

歳入合計

区　　分

内
訳
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予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 3,643,620 19.1 3,717,129 19.2 △ 73,509 △ 2.0

2 4,765,937 25.0 4,863,676 25.1 △ 97,739 △ 2.0

3 2,406,184 12.6 2,369,591 12.2 36,593 1.5

10,815,741 56.7 10,950,396 56.5 △ 134,655 △ 1.2

4 2,208,046 11.6 2,205,242 11.4 2,804 0.1

5 75,978 0.4 74,299 0.4 1,679 2.3

6 2,601,734 13.6 2,641,177 13.6 △ 39,443 △ 1.5

7 46,534 0.2 39,010 0.2 7,524 19.3

8 214,253 1.1 172,637 0.9 41,616 24.1

9 2,241,070 11.8 2,227,181 11.5 13,889 0.6

10 835,644 4.4 1,021,358 5.3 △ 185,714 △ 18.2

821,194 4.3 1,000,858 5.2 △ 179,664 △ 18.0

 補 助 事 業  271,755 1.4 500,452 2.6 △ 228,697 △ 45.7

 単 独 事 業  549,439 2.9 500,406 2.6 49,033 9.8

14,450 0.1 20,500 0.1 △ 6,050 △ 29.5

11 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

19,069,000 100.0 19,361,300 100.0 △ 292,300 △ 1.5

義務的経費 10,815,741 56.7 10,950,396 56.5 △ 134,655 △ 1.2

投資的経費 835,644 4.4 1,021,358 5.3 △ 185,714 △ 18.2

その他の経費 7,417,615 38.9 7,389,546 38.2 28,069 0.4

（ 歳 出 ・ 性 質 別 ）       （単位：千円）

令和４年度 令和３年度 比較

人件費

扶助費

公債費

小　　計

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

投資及び出資貸付金

繰出金

投資的経費

 (1) 普通建設事業

 (2) 災害復旧事業

予備費

歳出合計

区　　分

内
訳
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予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 189,731 1.0 192,779 1.0 △ 3,048 △ 1.6

2 1,819,295 9.5 1,800,048 9.3 19,247 1.1

3 8,644,039 45.3 8,553,202 44.2 90,837 1.1

4 1,916,314 10.1 1,783,669 9.2 132,645 7.4

5 0 0.0 0 0.0 0 0.0

6 379,702 2.0 430,464 2.2 △ 50,762 △ 11.8

7 200,054 1.0 204,333 1.1 △ 4,279 △ 2.1

8 1,296,794 6.8 1,525,754 7.9 △ 228,960 △ 15.0

9 683,010 3.6 692,015 3.6 △ 9,005 △ 1.3

10 1,467,908 7.7 1,744,986 9.0 △ 277,078 △ 15.9

11 14,450 0.1 20,500 0.1 △ 6,050 △ 29.5

12 2,406,184 12.6 2,369,591 12.2 36,593 1.5

13 21,519 0.1 13,959 0.1 7,560 54.2

14 30,000 0.2 30,000 0.1 0 0.0

19,069,000 100.0 19,361,300 100.0 △ 292,300 △ 1.5

（ 歳 出 ・ 目 的 別 ）       （単位：千円）

令和４年度 令和３年度 比　　　較

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

歳出合計

区　　分

- 3 -



１．歳入予算の概要

①市税
新型コロナウイルス感染症の影響により個人市民税の減収が見込まれるものの、家屋の

増加による固定資産税の増収が見込まれることにより、前年度比１．７％増の３８億２，
５８９万６千円を計上しました。

②地方特例交付金
中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税等の課税標準の特例

措置及び生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充に伴う減収を、全額国費
で補塡する新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金が減となったことに
より、前年度比７９．７％減の１，５２２万９千円を計上しました。

③地方交付税
近年の交付実績等を踏まえ普通交付税を６８億円、災害等による財政需要に対して交付

される特別交付税を５億円と試算したことにより、総額では前年度比７．４％増の７３億
円を計上しました。
（普通交付税 68億円 ※ 5億円増、 特別交付税 5億円 ※ 増減なし）

④使用料及び手数料
保育所使用料や住民票等の各種証明書のコンビニ交付開始に伴い戸籍及び除籍謄抄本手

数料が減となったことにより、前年度比０．６％減の２億１，５９５万８千円を計上しま
した。

⑤国庫支出金
都市再生整備事業に伴う社会資本整備総合交付金や山瀬小学校屋内運動場改築事業に伴

う学校施設環境改善交付金が事業完了のため減となったことにより、前年度比０．５％減
の２８億８，１４６万４千円を計上しました。

⑥県支出金
中山間地域総合整備事業に伴う農山漁村地域整備交付金や衆議院議員総選挙等に係る選

挙委託金が減となったことにより、前年度比１．８％減の１４億４，９４８万４千円を計
上しました。

⑦繰入金
前年度に地域振興基金に積立予定のふるさと納税寄附金をまちづくりの財源とするため

５，０００万円、合併特例債を原資とした積立分から地域振興に資する事業の財源とする
ため９，１５０万円を同基金から繰り入れます。また、市債の償還財源としての減債基金
及び不足する一般財源を補てんするため財政調整基金からの繰り入れを抑えることによ
り、繰入金総額では前年度比２１．９％減の８億１，４９０万円を計上しました。
（減債基金 3億円 ※ 3億円減、 財政調整基金 3億円 ※ 2億800万円減）

⑧諸収入
市民プラザ及び多目的グラウンドのネーミングライツや競艇事業場外発売場運営協力金

による収入が増となったため、前年度比８．５％増の３億７１１万円を計上しました。

⑨市債
鴨島公民館駐車場整備に係る公民館整備事業債などの事業費増に伴う発行増があるもの

の、山瀬小学校屋内運動場改築事業や都市再生整備事業の完了に伴う発行減のため、市債
総額では前年度比４４．０％減の７億４，３８０万円を計上しました。

⑩その他（自主財源比率等）
自主財源は前年度比２．４％減の５６億１４７万７千円、依存財源は前年度比１．１％

減の１３４億６，７５２万３千円となりました。自主財源比率は、２９．４％となり、前
年度から０．２ポイント減少しました。
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２．歳出予算（性質別）の概要

①義務的経費
人件費、扶助費、公債費を合わせた義務的経費は、前年度比１．２％減の１０８億１，

５７４万１千円を計上しました。予算総額に占める割合は、５６．７％となり、前年度よ
り０．２ポイント増加しました。

（人件費）
職員給や退職手当組合負担金などの減により、前年度比２．０％減の３６億４，３６２

万円を計上しました。

（扶助費）
子どもはぐくみ医療費や特別障がい者手当等給付費が増となったものの、私立認定こど

も園負担金や児童手当・児童扶養手当が減となったことにより、前年度比２．０％減の４
７億６，５９３万７千円を計上しました。

（公債費）
定期償還金の増により前年度比１．５％増の２４億６１８万４千円を計上しました。

②投資的経費
民間保育所等施設整備事業補助金や一般廃棄物処理事業が増となったものの、山瀬小学

校屋内運動場改築事業や都市再生整備事業が減となったことにより、投資的経費全体では、
前年度比１８．２％減の８億３，５６４万４千円を計上しました。

③その他の経費
その他の経費は、前年度比０．４％増の７４億１，７６１万５千円を計上しました。

（物件費）
住民票等証明書コンビニ交付サービス導入に伴う委託料やアメニティセンターの直営へ

の移行に伴う指定管理委託料が減となったものの、ちびっこプラザ子育て支援センターの
民間への運営委託料や生活困窮者自立支援事業委託料の増により、前年度比０．１％増の
２２億８０４万６千円を計上しました。

（補助費等）
中央広域環境施設組合への負担金や高齢者等外出支援タクシー料金助成により増となっ

たものの、下水道事業補助金や個人番号通知カード及び個人番号カード関連事務委任交付
金の減により、前年度比１．５％減の２６億１７３万４千円を計上しました。

（投資及び出資貸付金）
下水道事業出資金の増により、前年度比２４．１％増の２億１，４２５万３千円を計上

しました。

（繰出金）
後期高齢者医療特別会計への繰出金（５８９万６千円減）が減となったものの、国民健

康保険特別会計への繰出金（３２０万９千円増）及び介護保険特別会計への繰出金（１，
６５７万６千円増）が増となったことにより、前年度比０．６％増の２２億４，１０７万
円を計上しました。
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３．歳出予算（目的別）の概要

①議会費
議員共済会負担金の減により、前年度比１．６％減の１億８，９７３万１千円を計上し

ました。

②総務費
住民票等証明書コンビニ交付サービス導入の完了に伴い戸籍住民基本台帳諸費が減とな

ったものの、市税納付書への地方税統一ＱＲコード導入による賦課徴収費や交通安全対策
諸費の増により、前年度比１．１％増の１８億１，９２９万５千円を計上しました。

③民生費
児童手当諸費や保育所総務諸費が減となったものの、民間保育所等施設整備事業の実施

に伴う児童福祉総務諸費の増により、前年度比１．１％増の８６億４，４０３万９千円を
計上しました。

④衛生費
新ごみ処理施設建設に係る一般廃棄物処理事業の増により、前年度比７．４％増の１９

億１，６３１万４千円を計上しました。

⑤農林水産業費
中山間地域総合整備事業や担い手育成・確保等対策事業の減により、前年比１１．８％

減の３億７，９７０万２千円を計上しました。

⑥商工費
商工業振興費や地域おこし協力隊事業が増となったものの、企業誘致費や商工総務諸費

の減により、前年度比２．１％減の２億５万４千円を計上しました。

⑦土木費
道路橋りょう維持費が増となったものの、都市再生整備事業の完了により、前年度比１

５．０％減の１２億９，６７９万４千円を計上しました。

⑧消防費
徳島中央広域連合負担金等の減により、前年度比１．３％減の６億８，３０１万円を計

上しました。

⑨教育費
鴨島公民館駐車場整備に伴い公民館整備事業費が増となったものの、山瀬小学校屋内運

動場改築事業の完了により、前年度比１５．９％減の１４億６，７９０万８千円を計上し
ました。
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４．当初予算額の推移 （単位：千円）

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 増減(対前年度)

義務的経費 10,993,597 10,950,396 10,815,741 △123,786

人件費 3,782,985 3,717,129 3,643,620 △73,509

扶助費 4,861,551 4,863,676 4,765,937 △86,870

公債費 2,349,061 2,369,591 2,406,184 36,593

投資的経費 1,488,419 1,021,358 835,644 △181,814

その他の経費 7,811,984 7,389,546 7,417,615 13,300

合 計 20,294,000 19,361,300 19,069,000 △292,300

５．市債残高の見込 （単位：千円）

令和２年度末
令和３年度末 令和４年度末

増減(対前年度)（見込） （見込）

市債残高 25,704,785 24,328,340 22,759,202 △1,569,138

※ これまでの市債残高の過去最大は令和元年度末（26,588,567千円）

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04

当初予算額の推移（単位：千円）

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他の経費

17,000,000 

19,000,000 

21,000,000 

23,000,000 

25,000,000 

27,000,000 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04

市債残高の推移（単位：千円）
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６．基金残高の見込 （単位：千円）

基金名称 令和２年度末
令和３年度末 令和４年度末

増減(対前年度)（見込） （見込）

財政調整基金 2,885,000 2,885,000 2,585,000 △300,000

減債基金 3,143,000 3,143,000 2,843,000 △300,000

合 計 6,028,000 6,028,000 5,428,000 △600,000

※ これまでの基金残高（財調・減債）の過去最大は平成28年度末（7,620,000千円）

0
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8,000,000
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基金残高の推移（単位：千円）

財政調整基金 減債基金
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（単位：千円）

取組項目 具体的な取組（主なもの） 歳入確保額

 公用車有料広告募集事業 500 

 競艇事業場外発売場運営協力金 7,800 

 施設命名権（ネーミングライツ） 4,400 

 廃校施設貸付収入 400 

13,100 

取組項目 具体的な取組（主なもの） 予算削減額

 人件費の削減  会計年度任用職員総人件費の削減 3,800 

 交際費の削減 200 

 消耗品費の削減 18,400 

 光熱水費の削減 1,700 

 印刷製本費の削減 2,100 

 通信運搬費の削減 4,600 

 旅費（出張・県外視察研修等）の見直しによる削減 1,300 

 委託料の見直しによる削減 6,900 

 扶助費の見直しによる削減 3,000 

 市単独で行う補助金の削減 7,700 

49,700 

令和４年度 当初予算 歳入確保及び経費削減の取組事項

合　　　計

合　　　計

 新たな歳入の確保

 庁内経費の削減

 各見直しによる削減
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■決算見込 単位：億円

R03 R04 R05 R06 R07

37.6 37.1 36.7 36.2 35.8
38.7 38.3 37.7 37.3 36.8
76.0 77.3 75.7 74.0 72.8
87.6 82.0 81.3 80.6 79.6
43.7 42.6 46.9 48.9 42.6
70.4 42.8 47.1 49.8 43.5
5.3 7.1 16.6 19.8 3.7
6.9 3.4 15.9 23.6 5.0

10.4 17.4 24.3 29.8 0.2
6.2 6.2 20.4 18.5 17.9

22.0 21.0 18.9 18.4 14.8
29.1 22.9 22.4 23.2 23.0

195.0 202.5 219.1 227.1 169.9
238.9 195.6 224.8 233.0 205.8
106.4 107.9 108.2 108.3 109.7
123.0 106.0 106.9 106.7 107.7
37.2 37.0 37.2 37.2 37.4
36.5 35.7 36.4 36.4 36.6
45.5 46.4 47.3 48.3 49.3
59.0 46.2 47.1 48.0 49.0
23.7 24.5 23.7 22.8 23.0
27.5 24.1 23.4 22.3 22.1
10.2 15.9 30.7 35.8 10.1
19.3 8.8 32.2 41.8 12.0
73.6 75.5 77.0 75.4 77.9
91.2 75.2 79.0 78.0 80.1

190.2 199.3 215.9 219.5 197.7
233.5 190.0 218.1 226.5 199.8

4.8 3.2 3.2 7.6 ▲ 27.8
5.4 5.6 6.7 6.5 6.0

上段：令和3年度当初予算編成後の財政見通し
下段：令和4年度当初予算編成後の財政見通し

■基金残高及び地方債残高

R03 R04 R05 R06 R07

71.0 54.0 29.9 0.3
85.3 83.2 68.6 57.5 43.3

251.2 243.1 245.2 251.6
243.2 228.5 227.0 234.9 225.1

※基金残高は、財政調整基金、減債基金及び地域振興基金に限る。

今後の財政見通し

決算見込

区分

区分

市税

地方交付税・臨時財政対策債

国県支出金

地方債

繰入金

その他

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

その他

歳入歳出差引額

基金残高

地方債残高

歳入

歳出
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令和４年度当初予算の６本柱

子育て・教育の満足度向上

【新】 民間保育所等施設整備事業 163,706 千円

【拡】 ＩＣＴ支援員配置事業 4,005 千円

子どもはぐくみ医療費助成事業 167,960 千円

ちびっこプラザ子育て支援センター運営事業 26,731 千円

子どもインフルエンザ予防接種費用助成事業 3,300 千円

暮らし・福祉の満足度向上

【新】 地方税統一ＱＲコード導入事業 20,135 千円

【新】 高齢者等外出支援タクシー料金助成事業 12,000 千円

【新】 市民提案型まちづくり推進事業 2,600 千円

【新】 鴨島公民館駐車場整備事業 62,154 千円

【拡】 緊急通報装置貸与事業 3,058 千円

【拡】 子宮頸がんワクチン定期予防接種事業 15,178 千円

移住定住・にぎわい創出の魅力度向上

【新】 はばたけ!!若者応援プロジェクト事業 681 千円

【拡】 地域おこし協力隊事業 23,788 千円

しあわせ住まいづくり支援事業 10,000 千円

中山間地域交流拠点事業 9,951 千円

インターハイ開催事業 9,128 千円

成長する産業づくりの拡大

【拡】 コワーキング・シェアオフィス及びポケットパーク運営事業 5,353 千円

安心・安全なまちづくりの拡大

【新】 ため池監視システム導入事業 6,500 千円

持続可能な地域づくりと市役所の変革

新ごみ処理施設整備・運営事業 89,807 千円
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当初予算の主要施策

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

子育て・教育の満足度向上

ことばの教室事業 2,000 千円

ブックスタート事業 318 千円

とくしま在宅育児応援クーポン事業 1,667 千円

子どもはぐくみ医療費助成事業 （P35） 167,960 千円

育児用品購入費助成事業 6,250 千円

出産祝金事業 2,500 千円

児童手当事業 469,313 千円

児童扶養手当事業 162,154 千円

病児・病後児保育事業 20,732 千円

放課後児童対策事業 130,435 千円

　私立を含む全ての特定教育・保育施設（保育所・こども園）に通う５歳児に対し、病院の
言語聴覚士による「ことばの発達チェック」を実施し、気になる子どもに「ことばの教室（Ｎ
ＰＯ法人の言語聴覚士が施設を訪問し個別に言語指導）」や病院での言語療法につな
げるなど、より多くの子どもが適切な時期に適切なことばの指導を受けることができるよう
に支援します。

　赤ちゃんと保護者が、絵本を介してゆっくり心ふれあうひとときを持つきっかけをつくる
ことを目的に、４ヵ月児健康診査の際に、 赤ちゃんとその保護者に絵本の読み聞かせを
行い、絵本など（ブックスタート・パック）をプレゼントします。

　在宅育児（０～２歳の幼児）を行っている家庭の負担を軽減するため、子育て支援サー
ビスを利用できるクーポン券（１万５千円分）を交付します。

　子どもに係る医療費の一部を助成することにより、疾病の早期発見と治療を促進し、子
どもの保健の向上と福祉の増進を図るとともに、子育て世帯の経済的負担を軽減しま
す。

※ 令和３年１０月から、対象年齢を「中学校修了」から「１８歳に達する日以後の最初
　　の３月３１日まで」に拡大しています。

　補助対象要件を満たした１歳未満の乳児の保護者が、吉野川市内で購入した育児用
品購入費について、一乳児につき２万５千円を上限に助成します。
　（対象品目：吉野川市内で購入したミルク・おむつ・清拭用品、チャイルドシートなど）

　出生児の健やかな成長を願い、出生した児童１人につき１万円の出産祝金を支給しま
す。

　ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、子どもの福祉の増進を図ること
を目的として、児童扶養手当を支給します。

　病児・病後児保育及び市内の保育施設等への感染症流行情報の提供や巡回支援を
医療機関に委託して実施します。

　放課後児童健全育成事業として、放課後児童クラブ（市内１７ヵ所）の運営を支援しま
す。
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当初予算の主要施策

○

○

【新】

○

○

○

○

○

○

放課後児童クラブ利用料軽減事業 5,748 千円

地域子育て支援拠点事業 8,698 千円

民間保育所等施設整備事業 （P33） 163,706 千円

整備予定の認定こども園めぐみ幼稚園

めぐみ保育園の園舎

担当課 子育て支援課

子ども家庭総合支援拠点事業 4,432 千円

担当課 子ども相談室

ちびっこプラザ子育て支援センター運営事業 （P36） 26,731 千円

鴨島東子育て支援センター運営事業 1,985 千円

川島子育て支援センター運営事業 2,126 千円

高越子育て支援センター運営事業 1,950 千円

子育て支援課
鴨島東こども園
川島こども園
高越こども園

子育て世代包括支援センター事業 7,124 千円

　経済的負担の軽減と利用促進を図るため、利用料の一部を助成します。

　民間が実施する地域子育て支援拠点施設の運営に対して助成を行います。

　民間事業者が行う施設整備事業に対して、財政支援を行い、教育保育環境の充実を
図ります。

　心身共に健やかな子どもの成長を支援するため、子どもや保護者に寄り添う身近な相
談の窓口として、子ども家庭相談員が様々な問題にきめ細かに対応します。

　少子化や核家族化の進行、地域社会の変化など、子どもや子育てをめぐる環境が大
きく変化する中で、家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の親の孤独感や
不安感の増大に対応するため、地域において乳幼児とその保護者等の交流を促し、子
育ての不安感の緩和や子どもの健やかな成長を支援します。

担当課

　「吉野川市子育て世代包括支援センター」を健康推進課内に開設し、安心して子ども
を産み育てることができるまちを目指し、妊娠から子育て期を切れ目なく支援していきま
す。
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当初予算の主要施策

○

○

○

○

○

○

○

【拡】

子どもインフルエンザ予防接種費用助成事業 （P37） 3,300 千円

中学生ピロリ菌検査事業 280 千円

新生児聴覚検査事業 1,785 千円

母子保健事業 39,974 千円

担当課 健康推進課

帰国・外国人児童生徒トータルサポート事業 389 千円

スクールカウンセラー配置事業（小学校） 4,400 千円

適応指導教室事業 4,180 千円

ＩＣＴ支援員配置事業 （P34） 4,005 千円

ＩＣＴを活用した授業風景

　子ども（生後６ヵ月から小学６年生）のインフルエンザワクチンの接種費用の一部を助成
します。

　胃がん予防に向け、市内在住の中学２年生を対象に尿中ピロリ菌抗体検査を行いま
す。

　新生児の1,000人に１人の確率で生じる先天性聴覚障がいを把握するための検査費
用を助成します。

　妊婦一般健康診査を１４回行うなど、母子保健事業の充実を図ります。
　また、里帰り等やむを得ない事情により県外等の医療機関で妊婦及び乳児一般健康
診査を受診した場合にも助成します。

　各小・中学校に転入してきた帰国・外国人の児童・生徒に、必要に応じて日本語講師
を派遣します。

　中学校区単位で派遣されている県のスクールカウンセラーでは相談時間が不足する
ため、市単独でスクールカウンセラーを小学校に２名配置し、不登校やいじめ及び発達
障がい等に関する教育相談活動の充実を図り、小・中学校の不登校児童生徒をゼロに
することを目指します。

　不登校児童・生徒の学校復帰・社会的自立を支援するために、集団生活への適応、
情緒の安定、基礎学力の補充、基本的生活習慣の改善等のための専門職員を配置し、
学校と連携しながら本人や家族との相談活動・適応指導・学習指導を行います。

　ＩＣＴ機器の操作等について教員の補助を行い、ＩＣＴを活用した授業の円滑化を図る
ためＩＣＴ支援員を配置します。
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当初予算の主要施策

○

○

○

○

○

【新】

特別支援教育支援員配置事業 31,602 千円

外国語指導助手配置事業 25,804 千円

英語検定検定料補助事業 650 千円

小中連携英語教育研究会事業 400 千円

イングリッシュキャンプの様子

中学校夜間学級就学援助事業 82 千円

担当課 学校教育課

暮らし・福祉の満足度向上

地方税統一ＱＲコード導入事業 （P38） 20,135 千円

【一般会計】 18,458 千円

【国民健康保険特別会計】 1,677 千円

税務課
国保年金課

　教育上特別の支援を必要とする児童・生徒に対して、一人ひとりのニーズに応じたきめ
細かな指導・支援の充実を図るため、特別支援教育支援員を配置し、学校生活や学習
活動のサポートを行います。

　グローバル化の中で、国際共通語である英語力の向上は、日本人の将来にとって極
めて重要であることから、語学指導などを行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）による
外国語指導助手（ＡＬＴ）等を６名配置します。

　外国語を通じて、聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどのコミュニケーション能力を
総合的に育成することが重要とされていることから、生徒の英語力向上を目指すため、
市立中学校に在籍する生徒の保護者を対象に英語検定検定料の一部を助成します。

　児童生徒の英語への興味関心を深めるために小中英語教育連携協議会を組織し、小
学校及び中学校の教員合同研修会のほか、児童・生徒がＡＬＴと「生きた英語」を学ぶイ
ングリッシュキャンプ等を開催することで、英語指導の体制づくり及び、小学校と中学校
間の円滑な接続を図ります。

　県立の夜間中学校「しらざき中学校」に在籍する生徒のうち、経済的理由により就学が
困難な生徒又は保護者に対して、学用品費・通学用品費・校外活動費を支給することに
より、安心して教育を受けられるよう支援します。

　令和５年度から導入予定のスマートフォン決済による納税に対応するため、市税（市・
県民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健康保険税）の納付書に地方税統一ＱＲ
コードを表示するよう、システム改修を行います。

担当課
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当初予算の主要施策

○

○

○

○

【新】

【新】

○

福祉タクシー補助事業 400 千円

地方バス路線対策事業（代替バス） 7,829 千円

担当課 美郷支所

マイナンバーカード普及促進・交付円滑化事業 10,340 千円

住民票等証明書コンビニ交付サービス事業 7,088 千円

担当課 市民課

高齢者等外出支援タクシー料金助成事業 （P39） 12,000 千円

市民提案型まちづくり推進事業 （P40） 2,600 千円

担当課 生活あんしん課

浄化槽設置補助事業 12,166 千円

　公共交通機関が不十分な美郷地区において、自宅に引きこもりがちな方々に移動手
段を提供し、自立した日常生活を送ることができるよう支援します。

　民間路線バス廃止に代わり、山川・美郷間を１日８便、業務委託により運行します。

　健康保険証の利用や免許証の一体化など、デジタル社会に必要不可欠となるマイナ
ンバーカードの申請について、申請サポートや出張申請の実施など、申請しやすい環
境を提供し、交付円滑化を図ります。

　令和３年１１月にマイナンバーカードを利用したコンビニ交付サービスを開始し、「いつ
でも、どこでも、簡単に」住民票の写しなどの各種証明書が取得できるようになりました。
　また、発行手数料を市役所窓口より１００円安くし、サービスと利便性の向上を図りま
す。

　将来、交通弱者の増加が予想される中で、交通弱者の方の利便性の向上、免許証返
納促進による安全安心なまちづくり、市内運輸業者の経営安定化等のため、タクシー料
金助成券の配布による外出支援を試験的に実施します。

　市民（団体等）が主体となり、様々な地域課題の解決のためのプロジェクト事業を提案
していただき、それらの事業に対して市が支援を行うことにより、官民が連携して市民協
働による課題解決の取り組みを推進します。

　地域の水環境保全の確保と浄化槽を活かした災害に強いまちづくりを推進するため、
合併処理浄化槽の設置費用の一部を助成します。

※ 令和４年度から合併処理浄化槽への転換に伴う宅内配管工事費の一部助成拡充に
　　伴い、浄化槽新設に係る助成を廃止します。
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当初予算の主要施策

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

【拡】

ごみ減量化推進事業（生ごみ処理機購入費補助等） 1,046 千円

担当課 環境企画課

障がい者福祉事業 4,603 千円

障がい者等緊急時受入事業 260 千円

重度心身障がい者医療費助成事業 130,115 千円

特別障がい者手当等給付事業 21,894 千円

障がい者自立支援事業 1,497,996 千円

障がい者地域生活支援事業 54,716 千円

担当課 社会福祉課

長寿祝賀事業 6,393 千円

老人福祉センター等運営事業 8,730 千円

老人憩の家運営事業 2,977 千円

養護老人ホーム措置事業 198,000 千円

高齢者福祉事業・在宅福祉事業 19,681 千円

介護保険事業（特別会計への繰出金等） 956,008 千円

緊急通報装置貸与事業 （P42） 3,058 千円

担当課 長寿いきがい課

　電気式の生ごみ処理機や生ごみ堆肥化容器を購入し、居宅に設置・使用する方を対
象にその購入費の一部を助成することにより、環境に優しく快適に暮らせる魅力あるまち
づくりを推進します。

　在宅生活を行っている障がい者等の介護者に、急病・事故等が生じるなどの緊急時に
おいて、認定事業所での一時預かりなど、緊急時の受け入れを行えるようにし、障がい
者とその家族が安心して暮らせる体制を整備します。

　高齢者が安心して暮らすことができるよう、介護予防や地域の老人クラブ活動を支援し
ます。

　高齢者が安心して日常生活を送れるよう、７５歳以上のひとり暮らし世帯を対象者に追
加し、見守り機能の体制強化を図ります。
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当初予算の主要施策

○

○

○

○

○

【拡】

○

○

○

【新】

予防接種事業 59,354 千円

高齢者インフルエンザ予防接種広域化事業 27,231 千円

保健対策事業（各種検診事業） 36,709 千円

ピロリ菌抗体検査事業 154 千円

骨髄等移植ドナー助成事業 190 千円

子宮頸がんワクチン定期予防接種事業 （P43） 15,178 千円

後期高齢者保健事業 195 千円

【後期高齢者医療特別会計】

担当課 健康推進課

買い物支援対策事業（移動販売事業者助成） 600 千円

マイナポイントを活用した経済対策事業 4,001 千円

担当課 商工観光課

鴨島公民館駐車場整備事業 （P41） 62,154 千円

担当課 生涯学習課

　県内の医療機関において接種できる体制を整えることで、季節性インフルエンザの発
症予防や重症化予防を図ります。

　胃がん予防に向け、２０～４９歳の方を対象にピロリ菌検査を行います。

　骨髄等を提供した者及びその者が勤務する事業所に対し、入・通院に伴う休業補償と
して助成金を交付することにより、骨髄等の移植の推進を図ります。

　中学校１年生から高校１年生までの女子（標準的な接種期間）を対象とし、定期接種を
積極的に行います。

　高齢者の保健事業と介護予防を一体的に取り組み、生活習慣病の重症化による合併
症発症や進行、心身機能低下を予防して健康増進を図ります。

　生活環境の変化により、身近な買い物に困窮している方の支援対策として、生活物資
等の移動販売に使用する車両購入費や車検費用の一部を助成します。

　国が進めるマイナポイント事業については、事業期間を令和５年２月末まで延長するこ
とから、利用希望者が円滑に手続きを進められるよう窓口体制を引き続き設置し支援を
行います。

　鴨島公民館や周辺施設利用者の利便性向上のため、旧鴨島体育館跡地に駐車場を
整備し、併せて隣接する北側の道路の一部の拡幅工事を実施します。
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当初予算の主要施策

○

○

○

○

○

移住定住・にぎわい創出の魅力度向上

しあわせ住まいづくり支援事業 （P46） 10,000 千円

新築の場合 購入の場合

移住支援補助金事業（わくわく移住支援事業） 2,200 千円

単身世帯 単身世帯以外

担当課 市長公室

市内新設事業所等への転入世帯家賃補助事業 120 千円

徳島東部地域ＤＭＯ事業 2,240 千円

観光振興事業 16,570 千円

梅の花見ウォークの様子 鴨島大菊人形展

　子育て世代の支援、市内経済の活性化、移住・定住促進のため、４０歳未満の若者世
代の住宅取得に対し、補助金を交付します。
　また、本市は住宅金融支援機構の住宅ローン「フラット３５」との連携協定を締結してお
り、本事業の対象となる方で、一定の要件を満たすとフラット３５の金利が当初５年間０．
２５％引き下げられます。

　基本額 ２０万円 １５万円

加算項目
転入者の場合 ５万円 ５万円

市内業者がリフォームした場合 ５万円

　東京都からのＵＩＪターンの促進や地方の担い手不足の解消に向け、移住者の負担軽
減を支援するため、東京２３区の在住者又は通勤者で要件を満たす方の引っ越しに係
る費用に対し、補助金を交付します。

　基本額 ６０万円 １００万円

加算項目
１８歳未満の世帯員を帯同して
移住する場合（１人につき）

３０万円

　本市の課題である企業誘致や定住促進を推進するため、新設・増設をした市内の事
業所等に就職・転勤の理由により新たに勤務し、かつ、市内に新たに住民登録（転入）
した世帯に対し、月額最高で１万円の家賃補助を最大２４ヵ月助成します。

　徳島東部地域１５自治体の官と民が連携し、観光振興による交流人口の拡大及び地
域経済の活性化を図るため、東部地域の広いエリアの観光資源を活用した観光地域づ
くりを推進します。

　観光団体や各種イベントへの補助を行うことにより、観光振興を図ります。
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当初予算の主要施策

○

【新】

○

【拡】

徳島ヴォルティスホームタウン事業 190 千円

吉野川市民デー

はばたけ!!若者応援プロジェクト事業（P44） 681 千円

中山間地域交流拠点事業 （P47） 9,951 千円

中山間地域交流拠点施設「たねのや」外観

担当課 商工観光課

地域おこし協力隊事業 （P45） 23,788 千円

市長公室
商工観光課
生涯学習課

　プロスポーツが生活に溶け込んだ活気ある魅力的なまちづくりの推進と新たな地域間
交流を創出するため、徳島ヴォルティスホームタウン事業を実施します。

　若者を中心として構成される団体や個人が提案するイベントや事業を募集し、採択さ
れた団体等の事業は、ふるさと納税の仕組みを使ってインターネット上で資金を調達す
る「ガバメントクラウドファンディング（ＧＣＦ）型ふるさと納税」にて寄附金を募ります。集
まった寄附金を翌年度に支給し、事業を支援します。

　中山間地域交流拠点施設「たねのや」（旧種野小学校）やふれあい公園において、地
域の特性を活かした体験メニューやワークショップ、各種イベント等を開催し、にぎわい
創出と地域の活性化を図ります。

　地域ブランドや地場産業の開発・販売・ＰＲ等の地域おこしの支援や住民の生活支援
などの「地域協力活動」を行いながら、その地域への定住・定着を目指します。

担当課
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当初予算の主要施策

○

○

○

【拡】

○

市民プラザ・多目的グラウンド管理運営事業 188,290 千円

吉野川市民プラザ外観

インターハイ開催事業 （P48） 9,128 千円

体育振興事業 16,033 千円

担当課 生涯学習課

成長する産業づくりの拡大

コワーキング・シェアオフィス及びポケットパーク運営事業 （P49）

5,353 千円

商業地域活性化支援事業 1,720 千円

　施設の管理・運営に係るノウハウやネットワークを活用しながら、施設の適正な維持管
理や特色ある事業・イベントを実施することにより、多世代・多志向の方々が市内外から
集い、にぎわう交流施設とします。

　全国高等学校総合体育大会、通称インターハイが令和４年７月から８月にかけ、四国４
県の連携協同により四国ブロックで開催されます。本市では、バドミントン、サッカーの２
競技が行われることになっており、『燃え上がれ我らの闘志　四国の大地へ』のスローガ
ンの下、本番に向け万全の準備を進めます。

　市民相互の親睦融和と体力向上のため、吉野川市リバーサイドハーフマラソンや美郷
一周駅伝、スポーツ少年団、スポーツ協会、総合型地域スポーツクラブ等の活動を支援
します。

　市内外の企業や起業を目指す方の支援や交流を促進し、都市部企業の誘致に利用
できるスペースも兼ね備えた、「コワーキング・シェアオフィス Ｋｉ－Ｄａ」で、新たなビジネ
スや異業種間の交流などを創出することにより地域経済の活性化を図ります。
　また新たに開設する「吉野川市ポケットパーク（仮称）」では、イベントや販売ができるス
ペースを整備し、中心市街地の活性化やにぎわい創出を図ります。

　都市計画区域（鴨島地区）の商業地域の空き店舗対策として、空き店舗を利用して起
業しようとする個人・法人等に改装費と家賃の一部を助成します。
 　・店舗改装：補助対象経費の1/2以内（上限５０万円）
 　・家賃補助：月額家賃の1/2以内（上限３万円/月）　助成期間１２ヵ月
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当初予算の主要施策

○

○

○

○

○

○

○

ＹＹターン移住創業支援事業 2,155 千円

ふるさと納税推進事業 19,726 千円

がんばるふるさと企業応援事業 397 千円
信用保証協会信用保証料補助金　等 304 千円
吉野川市中小企業者等振興対策協議会 93 千円

特産品ブランドＰＲ事業 567 千円

ブランド認証事業所物産展等出店支援事業 1,000 千円

担当課 商工観光課

経営所得安定対策事業 2,422 千円

農地中間管理事業 1,926 千円

　本市まちづくりの新たな担い手となる移住者の定着及び地域経済活性化の促進を図
るため、本市に移住し市内の空き店舗を利用して起業しようとする個人・法人等に改装
費と家賃の一部を助成します。
 　・店舗改装：補助対象経費の1/2以内（上限５０万円）
 　・家賃補助：月額家賃の1/2以内（上限３万円/月）　助成期間１２ヵ月

　ブランド認証品のセレクト等による返礼品の充実に加え、ふるさと納税ポータルサイト
「ふるさとチョイス」と「楽天ふるさと納税」を活用し、ふるさと納税を強力に推進するととも
に、本市特産品等のＰＲを図ります。

　中小企業者等振興基金の運用益を活用し、創業時のみだけではなく、運転資金の調
達も円滑に行えるよう短期事業資金保証制度補助金を交付することにより、事業者の健
全な経営を後押しします。
　また、吉野川市中小企業者等振興対策協議会を開催し、中小企業者等の振興に資す
る施策の検討等を連携して進めます。

　吉野川市ブランドとして認定した特産品を市内外にＰＲするとともに、ブランド認証品の
販路拡大を図ります。

【URL:https://www.city.yoshinogawa.lg.jp/docs/201010080000415】

　本市のブランド認証事業所の生産及び販売意欲の向上並びにブランド認証品の周知
の拡大を図るため、物産展等において行うブランド認証商品の宣伝及び販売に要する
経費の一部を補助します。

　農業経営の安定と国内生産力の確保を図り、食料自給率の向上と農業の多面的機能
を維持することを目的として、担い手農家の経営安定や諸外国との不利を埋める農業経
営対策事業を行います。

　担い手への農地の集積・集約化を推進するため、農地中間管理機構を通じて、担い
手に貸し付けられた農地に対して、一定の条件を満たせば協力金を交付します。
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当初予算の主要施策

【拡】

○

○

○

○

○

○

○

担い手育成・確保等対策事業 3,000 千円
・農地利用効率化等支援交付金 3,000 千円

・新規就農者育成総合対策資金 9,360 千円

経営継承・発展等支援事業 1,000 千円

有害鳥獣捕獲事業 10,000 千円

中山間地域等直接支払事業 5,801 千円

中山間地域総合整備事業 13,764 千円

多面的機能支払交付金事業 11,707 千円

市有林素材生産事業（市有林間伐） 6,750 千円

森林整備事業 32,072 千円

　　農業者の経営基盤の確立や更なる発展に向けた農業用機械・施設の導入を最大
　３００万円まで支援します。

・人・農地プラン実施に向けた取組を行います。
・地域の中心経営体等の後継者に経営を継承した場合、経営継承後の経営発展に向
　けた取組について最大１００万円まで支援します。

　収量安定による農業経営の安定化に寄与するため、有害鳥獣の捕獲・駆除を行いま
す。

　農業の生産条件が不利な中山間地域等において、集落等を単位に、農用地を維持・
管理していくための取決め（協定）を締結し、それにしたがって農業生産活動等を行う場
合に、面積に応じて交付金を交付します。

　農業の生産条件が不利な中山間地域において、農業・農村の活性化を図ることを目
的として、農業生産基盤の整備と農村生活環境等の整備を総合的に実施します。

　農業者と地域住民が参加する活動組織が、あらかじめ計画して行う水路の清掃や草
刈りなどの活動に対して、区域の農地面積に応じて支援を行います。

　市有林の間伐を実施し、市有林の環境保全と市産材の利用促進を図ります。

　林道等の整備を行い、森林の保育・管理の省力化、木材生産の効率化を図ります。

　　（１）経営開始資金
　　 　　農業者の育成・確保に向けて、農業を始めてから経営が安定するまで最長３
　　　　 年間、最大１５０万円を交付し、新規就農者の経営を支援します。

　　（２）経営発展支援事業
　　 　　令和４年度に新たに経営を開始する認定新規就農者の農業用機械・施設の
　　　　 導入に際し、経費の3/4（上限７５０万円）の補助金を交付します。

　　　　　※上記（１）の対象となった新規就農者が、（２）の交付を受ける場合、上限は
　　　　　　　３７５万円となります。
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当初予算の主要施策

 ○

○

○

○

○

【新】

森林経営管理事業 13,077 千円

担当課 農林業振興課

安心・安全なまちづくりの拡大

自主防災組織育成補助金 4,400 千円

徳島救急安心センター事業 199 千円

担当課 防災対策課

消費生活センター事業 4,612 千円

交通安全対策事業 4,800 千円

担当課 生活あんしん課

避難行動要支援者支援対策事業 532 千円

担当課 社会福祉課

　林業の持続的発展と森林の有する多面的機能の発揮に資するため、林業経営の効率
化及び森林の管理の適正化の一体的な促進を図ります。

　組織化された自主防災組織が、緊張感を保ちながら防災意識を持ち続けるためには、
継続的な研修や訓練が必要です。平常時から災害に対する意識を向上させるため、組
織で行う防災訓練や研修を支援します。

　夜間・休日の急な病気やけがなどの際、家庭でどのように対処すればよいか、すぐに
医療機関を受診したほうがよいかなど判断に迷ったときに、「♯７１１９」に電話をかけるこ
とで、「救急安心センター」の看護師等に相談できます。

　相談員による消費生活に関する相談業務や啓発事業を実施し、市民の消費生活の安
定及び向上を図ります。

　市民を交通事故から守るため、カーブミラーやガードレール等の整備を進めます。

　新規福祉避難所に対し、災害発生に備えた備蓄品の購入を実施することで、福祉避
難所運営の体制を強化していきます。
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当初予算の主要施策

○

○

○

○

○

○

老朽化危険遊具撤去補助事業 100 千円

担当課 商工観光課

道路河川等整備事業 189,742 千円

　・道路・河川維持修繕事業 135,962 千円
　・道路新設改良事業 53,780 千円

インフラ施設の耐震・長寿命化、崖崩れ対策 66,100 千円

　・橋りょう耐震化事業 14,000 千円

　・橋りょう等長寿命化事業 51,000 千円

　・崖崩れ対策事業 1,100 千円

雨水被害軽減対策事業（雨水排水路の整備・改修） 32,700 千円

私道整備補助事業 500 千円

飯尾川流域治水プロジェクト推進事業 594 千円

担当課 建設課

　市管理外の広場等に設置・管理している遊具について、経年劣化等により危険な遊具
が存在しているため、これらの撤去に必要となる費用を限度額を設けて助成します。

　市民生活を支えるインフラ施設である道路等の整備を推進し、安全・安心なまちづくり
を図ります。

市内２橋について、耐震化の工事を行います。
　・川島：辻中央橋
　・美郷：大正橋

市内６橋について、長寿命化の設計と工事を行います。
　・鴨島：貞末橋、麻名幹８号橋、麻名幹北１９号橋
　・美郷：大神橋、鎌谷１号橋、宗田橋

県単助成（1/2）を活用して、市内１ヵ所の崖崩れ対策工事を行います。

　防災・減災の推進のため雨水の浸水軽減対策を実施します。

　経営が継続されていない開発業者等の名義となっている道路や側溝などの損傷を、そ
の道路に敷地を接する住宅の所有者が補修する際に、必要となる費用の一部を、限度
額を設け助成します。

　飯尾川上流域の洪水被害軽減のため、周辺地域の農業用ため池において、非かんが
い期に事前放流、台風接近時などに直前放流を行い、雨水貯留施設として治水目的に
活用します。

- 26 -



当初予算の主要施策

【新】

○

○

○

○

ため池監視システム導入事業 （P50） 6,500 千円

農林業振興課
建設課

老朽危険空き家等除却支援事業 20,000 千円

民間建築物耐震化支援事業 9,790 千円

木造住宅耐震化促進事業 18,732 千円
木造住宅耐震診断業務委託料 2,040 千円
木造住宅耐震改修検査業務委託料 980 千円
木造住宅耐震補強計画業務委託料 612 千円
耐震改修支援事業補助金 15,100 千円

危険ブロック塀等安全対策支援事業 3,320 千円

担当課 建築営繕室

　直前放流等を的確かつ迅速に実施するため、大正池外３面に監視カメラ及び水位計
を設置し、インターネットによる遠隔監視ができるシステムを導入します。

担当課

　老朽化により倒壊の危険があり、倒壊時に道路に影響する空き家を除却する場合に、
国・県費と合わせて最高で８０万円の助成を行います。

　耐震診断が義務化された要安全確認計画記載建築物（国道１９２号沿道建物）の耐震
診断を助成します。

　倒壊した場合に、隣接する避難路や輸送路への影響がある危険なブロック塀等の除却工
事及び除却後の囲障工事（ブロック塀の再築造は除く）をする場合等に助成を行います。

（ア） 木造住宅の耐震診断を無料で実施します
（イ） 耐震改修時の補強計画を無料で実施します
（ウ） 評点を１．０以上に耐震補強する場合
　　　　　国・県費とあわせて最高で１２０万円の助成を行います
（エ） 耐震シェルターを設置する場合
　　　　　国・県費とあわせて最高で８０万円の助成を行います
（オ） 上記（ウ）又は（エ）の工事にあわせてＩＣＴやＡＩを活用した設備工事
　　　 等をする場合、国・県費とあわせて最高で３０万円の助成を行います
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当初予算の主要施策

○

○

○

○

○

○

持続可能な地域づくりと市役所の変革

防災・情報メール配信サービス事業 198 千円

防災対策課
市長公室

広報よしのがわ作成事業 6,772 千円

担当課 市長公室

基幹系システムクラウド化事業 46,707 千円

印刷業務アウトソーシング導入事業 4,007 千円

担当課 管財システム課

新ごみ処理施設整備・運営事業 （P51） 89,807 千円

担当課 事業推進課

都市計画マスタープラン改訂事業 5,709 千円

担当課 都市計画住宅課

　災害情報などを配信する「防災メール」に、市からの様々な行政情報などを配信する
「情報メール」をあわせた『防災・情報メール』を配信します。

担当課

　広報誌を手に取って読んでいただくことを最優先し、「広報よしのがわ」の写真や記事
の内容をより効果的に伝え、どの世代にも親しめる、また、高齢者などにも配慮のある読
みやすい広報にします。

　外部のデータセンターにサーバーを設置することで行政情報を保全し、災害発生時等の
業務継続性を確保するため、基幹系システムを自治体クラウドで運用します。

　各種納付書や納税通知書等の印刷に要する時間を行政サービスの向上に転換させると
ともに、印刷機器等の更新、保守費用を削減するため、印刷業務を外部委託します。

　現在、燃やせるごみの処理については、中央広域環境施設組合において「広域処理」を
行っていますが、施設の使用期限が令和７年７月末までとなっているため、期限内に本市
単独での新ごみ処理施設整備を目指します。
【令和４年度事業内容】
 　・新ごみ処理施設整備・運営事業を実施する事業者を選定し、実施設計を行います。
 　・施設整備事業用地の造成工事を行います。

　策定後１０年が経過した「吉野川市都市計画マスタープラン」を、社会情勢の変化、財政
状況の変化等を踏まえ、吉野川市の都市計画行政が直面している課題に適切に対応する
ための改訂を行います。
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４年度 ３年度 増減額 増減率

4,645,889 4,686,189 △ 40,300 △ 0.9

724,977 686,996 37,981 5.5

5,676,225 5,655,849 20,376 0.4

４年度 ３年度 増減額 増減率

収益的収入 644,392 681,110 △ 36,718 △ 5.4

収益的支出 623,500 648,255 △ 24,755 △ 3.8

資本的収入 313,977 614,413 △ 300,436 △ 48.9

資本的支出 553,026 1,015,348 △ 462,322 △ 45.5

収益的収入 1,156,289 1,235,459 △ 79,170 △ 6.4

収益的支出 1,135,978 1,200,818 △ 64,840 △ 5.4

資本的収入 862,692 905,989 △ 43,297 △ 4.8

資本的支出 1,235,294 1,276,545 △ 41,251 △ 3.2

特別会計及び企業会計の予算規模

（単位：千円、％）

会　計　名

 国民健康保険特別会計

 後期高齢者医療特別会計

 介護保険特別会計

（単位：千円、％）

会　計　名

 水道事業会計

 下水道事業会計
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（歳入）　地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

（歳出）　社会保障施策に要する経費

国費 県費 市債 その他
うち地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

 高齢者福祉事業 229,388 0 2,884 0 42,141 184,363 18,819

 障がい者福祉事業 1,709,634 775,114 443,728 0 0 490,792 50,098

 生活保護費扶助事業 1,247,168 924,816 6,000 0 12,500 303,852 31,016

 子ども・子育て福祉事業 2,222,064 949,989 324,358 23,900 86,199 837,618 85,500

小　　計 5,408,254 2,649,919 776,970 23,900 140,840 1,816,625 185,433

 国民健康保険事業 428,986 42,798 150,132 0 0 236,056 24,095

 介護保険事業 956,808 45,398 23,299 0 6,700 881,411 89,970

 後期高齢者医療事業 856,076 0 155,688 0 3,023 697,365 71,184

小　　計 2,241,870 88,196 329,119 0 9,723 1,814,832 185,249

 予防諸費事業 105,063 235 0 0 2,700 102,128 10,425

 母子保健諸費事業 43,043 1,356 358 0 2,000 39,329 4,015

 保健対策事業 37,333 815 1,564 0 1,799 33,155 3,384

 その他の保健衛生事業 190,588 600 68,984 0 21,935 99,069 10,112

小　　計 376,027 3,006 70,906 0 28,434 273,681 27,936

8,026,151 2,741,121 1,176,995 23,900 178,997 3,905,138 398,618

令和４年度予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施
策に要する経費の状況

398,618

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

合　　　 　計

事　　業　　名 事業費

社　

会　

福　

祉

社
会
保
険

保
健
衛
生
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【子育て・教育の満足度向上】

【新】

【拡】

【暮らし・福祉の満足度向上】

【新】

【新】

【新】

【新】

【拡】

【拡】

【移住定住・にぎわい創出の魅力度向上】

【新】

【拡】

【成長する産業づくりの拡大】

【拡】

【安心・安全なまちづくりの拡大】

【新】

【持続可能な地域づくりと市役所の変革】

《　目　次　》

民間保育所等施設整備事業 ・・・ 33

ＩＣＴ支援員配置事業 ・・・ 34

子どもはぐくみ医療費助成事業 ・・・ 35

ちびっこプラザ子育て支援センター運営事業 ・・・ 36

子どもインフルエンザ予防接種費用助成事業 ・・・ 37

地方税統一ＱＲコード導入事業 ・・・ 38

高齢者等外出支援タクシー料金助成事業 ・・・ 39

市民提案型まちづくり推進事業 ・・・ 40

鴨島公民館駐車場整備事業 ・・・ 41

緊急通報装置貸与事業 ・・・ 42

子宮頸がんワクチン定期予防接種事業 ・・・ 43

はばたけ!!若者応援プロジェクト事業 ・・・ 44

地域おこし協力隊事業 ・・・ 45

しあわせ住まいづくり支援事業 ・・・ 46

中山間地域交流拠点事業 ・・・ 47

インターハイ開催事業 ・・・ 48

コワーキング・シェアオフィス及びポケットパーク運営事業 ・・・ 49

ため池監視システム導入事業 ・・・ 50

新ごみ処理施設整備・運営事業 ・・・ 51

事業詳細資料
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民間保育所等施設整備事業

予 算 額 １６３，７０６千円

担当課名 子育て支援課

〇民間事業者が行う整備事業に対し、国庫補助金等を活用した「民間保育所等施設整

備費補助金」による財政支援を行う。

〇具体的な整備内容については、次のとおりである。

・新たな園舎の増改築工事及び老朽化した園舎の解体工事

・既存の園舎の大規模修繕工事

・園内の防犯対策工事

○令和４年度から令和５年度までの２か年事業を計画している。

〈事業スケジュール（予定）〉

・令和４年８月～令和５年１０月 園舎増改築、大規模修繕及び防犯対策工事

・令和６年４月 認定こども園定員増員

「認定こども園めぐみ幼稚園めぐみ保育園」は、経年劣化による施設の老朽化が進

み、園児の安全・安心の確保及び教育保育環境の充実を図るためにも、施設整備及び

防犯対策の強化が必要である。

また待機児童問題への対応として、施設整備後の定員の増加を図ることも目的とし

て掲げている。

〇各種整備工事の実施により、園児の快適な教育保育環境を整備する。

〇定員の増加により、待機児童の発生防止につなげる。

■事 業 主 体 者：学校法人 鴨島学園

■施 設 名 称：認定こども園めぐみ幼稚園めぐみ保育園

■施 設 種 類：幼保連携型認定こども園

■整備後予定定員：１４５名
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ＩＣＴ支援員配置事業

予 算 額 ４，００５千円

担当課名 学校教育課

【現状と課題】

ＧＩＧＡスクール構想に基づく１人１台タブレット端末の配備が完了し、本格

的な運用が開始されたことにより、ＩＣＴ機器を活用した新たな学びに対応する

必要がある。

【事業概要・対策】

市立小・中学校では、導入されたタブレット２，６００台が稼働しており、使

用方法についての対応が増加している。

これに対応するためＩＣＴ支援員を増員し、ＩＣＴ機器を活用した授業計画作

成支援、授業での操作支援等の充実を図るほか、日常的なメンテナンスや故障等

のトラブルにも対応する。

〈 タブレット端末（着脱式キーボード搭載型） 〉

【事業効果】

教員のＩＣＴ活用指導力の向上とともに、次代を担う児童生徒に求められる資

質・能力の育成につなげる。
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子どもはぐくみ医療費助成事業

予 算 額 １６７，９６０千円

担当課名 子育て支援課

【現状と課題】

子どもはぐくみ医療費助成事業は、対象となる子どもが通院・入院した場合の

医療費のうち、保険診療にかかる自己負担分をその保護者に助成することにより、

疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉の増進を図ることを

目的とする事業である。

【事業概要・対策】

「１５歳に達する日以後の最初の３月３１日まで」としていた子どもの医療費

助成の対象年齢を、令和３年１０月から「１８歳に達する日以後の最初の３月３

１日まで」へ拡大した。

自己負担 医療機関ごとに月額６００円まで（通院は３歳以上、入院は６歳以上）

【事業効果】

対象年齢拡大によって、これまで助成対象外であったために十分な医療を受け

ることができなかった恐れのある子どもの疾病の早期発見と治療を促進し、すべ

ての子どもの保健の向上と福祉の増進を図ることができるとともに、子育て世帯

の経済的負担を軽減することができる。

〈 子どもはぐくみ医療費受給者証 〉
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ちびっこプラザ子育て支援センター運営事業

予 算 額 ２６，７３１千円

担当課名 子育て支援課

【現状と課題】

令和２年４月１日に吉野川市民プラザ４階に子育て支援センター「ちびっこプラ

ザ」を開設した。当施設は市直営として、地域子育て支援拠点事業やファミリー・

サポート・センター事業、託児事業を行っているが、高度化、多様化する利用者の

ニーズに対応することが不可欠であり、これまでの運営方法を見直す必要があった。

【事業概要・対策】

施設の運営を業務委託することとし、

プロポーザル方式により事業者を選定

した公益財団法人徳島県勤労者福祉ネ

ットワークに令和４年度から令和６年

度までの３年間、業務委託を行う。

業務委託後は、地域子育て支援拠点

事業と託児事業について、これまで休

所日としていた日曜日及び祝日を開所

日とする。

【事業効果】

民間事業者の経験やノウハウを活かすこ

とで、より高い利用者ニーズに応えること

ができ、本市の子育て支援の活性化にもつ

なげる。また、当施設を子育て支援施設の

中核施設として、利用者の増加やサービス

の向上を図る。

（読み聞かせルーム）

（遊戯室）
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子どもインフルエンザ予防接種費用助成事業

予 算 額 ３，３００千円

担当課名 健康推進課

【現状と課題】

地域でインフルエンザの流行を抑制するとともに、発症後の重症化予防

を図ることを目的に平成２８年度から事業を実施している。

【事業概要・対策】

○吉野川市内の指定医療機関において実施したインフルエンザ予防接種費

用の一部を助成

○助 成 額 １回につき１，０００円

○助成回数 ２回まで

○対 象 者 生後６か月から小学校６年生

～費用助成までの流れ～

【事業効果】

○季節性インフルエンザの流行を抑制するとともに、発症後の重症化予防

を図ることにより、市民の健康保持につなげる。

○子育て世帯の経済的負担を軽減する。

①健康推進課

から対象者

に申請書等

が届く。

②希望する指

定医療機関

に予約する。

③申請書等を

指定医療機

関に持参し、

接種する。

④助成額を引

いた残りの

費用を指定

医療機関で

支払う。
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地方税統一ＱＲコード導入事業

予 算 額 ２０，１３５千円

担当課名 税務課

国保年金課

【現状と課題】

市税の納税方法は、口座振替又は金融機関やコンビニにおいて現金により納付

する方法が主となっており、高齢者や移動困難者等にとっては利便性を欠いてい

る状況である。

【事業概要・対策】

市税（市・県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税）の納付書に地

方税統一ＱＲコードを表示させることにより、家にいながらスマートフォン決済

による納税ができるよう、システムの改修を行う。

【事業効果】

・納税手段の選択肢を増やし、納税者の利便性を確保する。

・キャッシュレス納税を推進し、対面での接触機会を減らすことにより、感染症

拡大防止に資する。

【その他】

令和５年４月から運用開始予定
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高齢者等外出支援タクシー料金助成事業

予 算 額 １２，０００千円

担当課名 生活あんしん課

【現状と課題】

少子高齢化や核家族化の進行などにより、一人暮らし又は夫婦二人の高齢者世

帯が増加傾向にあり、今後、免許証の返納や公共交通機関が発達していない地域

において移動が困難になる、いわゆる「交通弱者」の増加が懸念される。

駅は自宅から遠いし、

列車も便数が少なく使

いづらい。

免許証がないので車

で直接目的地まで行

けない。

【事業概要・対策】

自宅から目的地までの移動に便利なタクシー利用時に、運賃の一部を助成する

ことにより、移動手段のない方の外出を支援する。

（対象者）

・吉野川市在住の世帯員全員が７５歳以上の方等で自動車運転免許証を所持して

いない方

・介護保険や障害者サービス等の他の移動支援サービスの対象者でない方

・その他特に市長が認めた方

（助成額）

５００円×月２回×１２月＝１２，０００円／年

※ただし、令和４年度は準備期間が必要なため９か月分の９，０００円とする。

【事業効果】

タクシー料金助成を行うことで、移動手段を持たない方の外出を支援する。

試験的に当該事業を行う中で、利用者の方の外出傾向等のデータを蓄積し、次の

段階の施策展開の検討材料とする。

タクシー利用者が増加することにより、コロナ禍で影響を受けながらも事業継続

に取り組んでいる市内運輸事業者の手助けを行う。
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市民提案型まちづくり推進事業

予 算 額 ２，６００千円

担当課名 生活あんしん課

22/02/02 00452:原井 慎司

【事業効果】

市民主体のまちづくりを推進

し、市民目線で、提案団体の特

性を生かした事業を市と協働で

取り組むことにより、様々な課

題の解決につなげていく。

申

請

提

案

・

審

査

交

付

決

定

事

業

実

施

報

告

・

継

続

【現状と課題】

現在、本市だけでなく全国で、人口減少、少子高齢化、環境問題等様々な地域課

題が山積している。また、新型コロナウイルスの影響により人と人とのつながりの

希薄化など新たな課題も出てきている。このような状況の中、自治体だけでは課題

解決のための十分な対応が困難になってきている。

【事業概要・対策】

市民（団体等）が主体となり、柔軟な発想で様々な地域課題解決のためのプロジ

ェクト・事業を提案していただき、審査・選考のうえ、市が支援することにより、

市民と行政が連携して課題解決を図ることを目的とする。

（対象団体）

５人以上で構成されている市民団体等

（対象事業）

吉野川市が将来にわたって住みやすく、世代を越え、よりよいまちづくりのために

主体的に取り組む公益的な事業

（補助条件）

① 市民協働による活動であること

② 一過性の事業でなく、少なくとも３年は継続して実施できる事業であること

③ 補助金は事業の立ち上げに充て、ランニングコストは実施主体で負担すること

④ 他の補助金と事業内容が被らないこと

（補助額）

事業費の２／３を補助し、上限は１件あたり５０万円とする。

※対象外の事業例

・営利を主な目的とするもの

・政治、宗教に関わるもの

・当該団体の経費不足の補填を目的とするもの

・公序良俗に反するもの 等 これらも含めて審査します。
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鴨島公民館駐車場整備事業

予 算 額 ６２，１５４千円

担当課名 生涯学習課

【現状と課題】

年間８万人以上の利用がある吉野川市鴨島公民館及び鴨島老人福祉センター

は、駐車場が慢性的に不足しており、イベント開催時等は周辺道路が混雑したり

離れた駐車場を借りて対応するなど、利用者にとって不便な状態である。

【事業概要・対策】

・鴨島公民館に隣接する旧鴨島体育館跡地を駐車場として整備し、約１２０台の

駐車台数を確保する。

・北側に隣接する道路を拡幅するほか、既設の西側駐車場を一部修繕する。

※ 駐車場イメージ図(実際とは異なる場合があります)

【事業効果】

・施設利用者や周辺住民の利便性が向上する。

・イベント等を招致・開催しやすくなり、地域の活性化につながる。

・イベント開催時等における周辺道路の混雑を緩和する。

鴨島公民館 整備予定の旧鴨島体育館跡地
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緊急通報装置貸与事業

予 算 額 ３，０５８千円

担当課名 長寿いきがい課

【現状と課題】

当該事業は、慢性的な疾患等により、常時見守りを必要とする６５歳以上のひ

とり暮らし高齢者及び重度身体障害者を対象としている。高齢者人口の増加に伴

い、ひとり暮らしの高齢者も増加することが予想される。

【事業概要・対策】

７５歳を超えると要介護認定率、受療率ともに上昇することから、対象者の要

件を緩和し、７５歳以上のひとり暮らし高齢者であれば、慢性的な疾患等がなく

ても緊急通報装置の貸与ができることとする。

【事業効果】

当該事業を実施することで、見守り

体制を維持するとともに、住み慣れた

地域で安心して在宅生活を送れるよう

にする。
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子宮頸がんワクチン定期予防接種事業

予 算 額 １５，１７８千円

担当課名 健康推進課

【現状と課題】

子宮頸がんワクチンは、平成２５年４月１日から定期接種として開始し

たが、同年６月１４日にワクチンとの因果関係を特定できない副反応がみ

られたため、積極的な勧奨はしないこととなった。しかし、ワクチンの安

全性について特段の懸念が認められないことが確認され、接種による有効

性が副反応のリスクを明らかに上回ると認められたため、令和４年４月か

ら積極的勧奨を再開する。

【事業概要・対策】

○徳島県内の広域医療機関において、定期予防接種を実施する。

○対 象 者 １３歳となる日の属する年度の初日から１６歳となる日の

属する年度の末日までの間にある女子

○接種回数 ３回

～接種までの流れ～

【事業効果】

子宮頸がんへの罹患、ひいては子宮頸がんによる死亡を防ぎ、次代を担

う女性の健康を守る。

①健康推進課から予

診票等が届く。

②希望する医療機関

に予約する

③予約日に接種する。
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はばたけ！！若者応援プロジェクト事業

予 算 額 ６８１千円

担当課名 商工観光課

【現状と課題】

本市の魅力あるまちづくりの推進に当たり、その方策について斬新で豊

かな発想を持った流行に敏感な若者の知恵を結集し、創意と工夫により本

市の活性化を図る。

また、まちづくりに関わる機会の少ない若者に携わる機会を創出するこ

とで、本市のまちづくりに興味・意欲を持たせ、次の世代を担う若者同士

の交流及び機運の醸成を図ることを目的とする。

【事業概要・対策】

若者を中心として構成される団体や、意欲ある若者個人が提案する事業

を募集し、採択された事業に対し、ふるさと納税の仕組みを使ってインタ

ーネット上で資金を調達する「ガバメントクラウドファンディング（ＧＣ

Ｆ）型ふるさと納税」を活用し、団体の場合は上限３００万円、個人の場

合は上限１００万円の寄附金を募る。集まった寄附金は令和５年度に支給

し、事業を支援する。

【事業効果】

・次の世代のまちづくりを担うリーダー・団体の育成。

・若者同士の交流によるまちづくりコミュニティの活性化。

・若者の意見を反映した施策を実施し、本市の地域活性化につなげる。

【スケジュール案】

③書面・プレゼンテーション審査（令和４年７月）

結果通知（寄附金目標金額決定）

④ＧＣＦ（令和４年９月～令和４年１１月）

吉
野
川
市

事
業
実
施
団
体
・
個
人

①公募（令和４年４月～令和４年５月）

②申込

⑤給付金交付内示（令和５年１月～令和５年２月）

【事業実施期間】

（令和５年４月から令和６年３月まで）
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地域おこし協力隊事業

予 算 額 ２３，７８８千円

担当課名 市長公室

商工観光課

生涯学習課

【現状と課題】

人口減少、少子高齢化等の進行が著しい本市において、地域力の維持・強化を

図るためには、担い手となる人材の確保が重要な課題となっている。

【事業概要・対策】

都市住民を地域おこし協力隊として受け入れ、一定期間以上、地域おこしの支

援などの各種の地域協力活動に従事してもらいながら、本市への定住・定着を目

指す取り組み。

・令和３年度活動内容 ① 美郷の観光振興及び観光資源の保全に関する業務など

② 中心市街地の活性化のための企画及びタウンマネージ

メントに関する業務並びにコワーキング・シェアオフ

ィスの運営など

③ 阿波和紙の伝統技術の継承及び国際的な芸術交流に関

する業務など

④ 中山間地域交流拠点の施設運営及び地域特産品の販売

促進に関する業務など

⑤ 地域資源を活かした地域活性化に関する業務など

・令和４年度募集人数：３名（任用時期 令和４年４月頃）

・令和４年度活動内容 ① 中心市街地の活性化と鴨島駅前振興に関する業務など

② 地域特産品の開発及び販売促進と川島地区を中心とし

た地域ボランティア活動及びまちづくりに関する業務

など

③ 総合型地域スポーツクラブの事業やスポーツを中心と

した地域の活性化に関する業務

【事業効果】

・地域課題を解消する人材の確保

・都市から若い人材を受け入れることによる地域の活性化

▲ 地域おこし協力隊員の活動の様子 ▲
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しあわせ住まいづくり支援事業

予 算 額 １０，０００千円

担当課名 市長公室

【現状と課題】

○若者世代（２０歳～４０歳未満）の転出超過と地域活力の縮小

○若年層の流出による地域経済の縮小及び地域コミュニティの維持継続

【事業概要・対策】

定住人口の増加、地域活性化及び子育て世代の支援のため、４０歳未満の若

者の住宅取得に対し補助金を交付する。

補助金の上限 新築の場合 購入の場合

基 本 額 ２０万円 １５万円

加
算
項
目

転入者の場合 ５万円 ５万円

市内業者がリフォーム工

事をした場合
５万円

【住宅金融支援機構との連携】

補助要件を満たす方のうち、子育て世帯や本市に転入され

る方は、住宅金融支援機構の【フラット３５】（地域連携型）

が利用可能となり、当初５年間年利０．２５％引き下げる。

☆ 市外への転出抑制及び市内への転入促進による若者世代の増加

☆ 子育て世代の経済的負担の軽減

☆ 定住人口の増加や住宅新築等に伴う市税収入の増加

【事業効果】
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中山間地域交流拠点事業

予 算 額 ９，９５１千円

担当課名 商工観光課

【現状と課題】

地域の多世代が集い、市外の人と交流することを目的とした「吉野川市

中山間地域交流拠点施設（たねのや）」を令和３年５月に開設した。

現在は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により宿泊やイベントに制

限がある中、小規模なイベント等を開催するなど、地域の活性化を図る。

【事業概要・対策】

施設の業務を民間委託

(１) 交流拠点施設の管理業務

・受付、施設管理、宿泊者の対応業務など

(２) 交流拠点施設設置目的推進事業

・体験活動、体験メニューの構築連携

・各種イベントの開催

・ＳＮＳを活用した情報発信 など

(３) 施設の概要

・宿泊設備（宿泊室、浴室、洗面所、トイレ）

・厨房、カフェスペース（ピザ釜など）

・多目的ホール、多目的ルーム など （イベントの様子）

【事業効果】

・地域内の世代間交流や市外の人との交流も図られ、地域の活力が育まれ

る。

・近隣の観光施設等との連携により、地域に新たなにぎわいが創出される。

・市外・県外の人との交流により、市の魅力をアピールし、興味を持って

もらうことで交流人口の増加、市内への移住定住の促進が期待される。

（ワークショップの様子） （多目的ルームの様子）
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インターハイ開催事業

予 算 額 ９，１２８千円

担当課名 生涯学習課

【現状と課題】

・本市はバドミントン競技及びサッカー競技の開催を予定している。

・バドミントン競技の幹事市として、会場市（徳島市、鳴門市）と連携し、競技の円

滑な運営を図る。

・サッカー競技の会場市として、幹事市（徳島市）や会場市（鳴門市、阿南市、板野

町）と連携し、競技の円滑な運営を図る。

・新型コロナウイルスの感染状況等を考慮し、対応に十分に配慮した大会運営に努め

る。

【事業概要・対策】

・競技のため訪れた高校生の記憶に残る大会となるよう努める。

【事業効果】

・小学生や中学生に全国トップクラスの高校生の試合を生で観戦してもらうことによ

り、競技に対する興味の誘発と競技人口の裾野の拡大を図る。

・大会期間中における出場校等の宿泊や飲食物等の購入により、地元経済への貢献に

つながる。

【その他】

・吉野川市開催競技日程

～バドミントン競技～

〈会場：吉野川市民プラザ〉

競技開会式 ７月２３日(土)

学校対抗戦 ７月２４日(日)～２５日(月)

個人対抗戦 ダブルス(１回戦～準々決勝)

７月２６日(火)

シングルス(１回戦～準々決勝)

７月２７日(水)

ダブルス(準決勝～決勝)

７月２８日(木)

シングルス(準決勝～決勝)

７月２８日(木)

競技終了後 表彰式及び競技閉会式

～サッカー競技～

〈会場：吉野川市多目的グラウンド〉

男子１回戦 ７月２４日(日)～２５日(月)

女子１回戦 ７月２６日(火)～２７日(水)
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コワーキング・シェアオフィス及び

ポケットパーク運営事業

予 算 額 ５，３５３千円

担当課名 商工観光課

【現状と課題】

市内外の企業や起業を目指す方の支援や交流を促進し、都市部企業

の誘致に利用できるスペースを兼ね備えたコワーキング・シェアオフ

ィス「Ｋｉ－Ｄａ」を令和２年５月に市民プラザ１階に開設した。

コワーキングスペースとシェアオフィスを活用し、新たなビジネス

や雇用創出、地域経済の活性化を図る。

また、令和４年度に、市民プラザの隣にポケットパークを設置する。

【事業概要・対策】

オフィス及びポケットパークの業務を

民間委託

(１) オフィスの委託業務

・受付、清掃、使用料の徴収など

(２) オフィス設置目的推進業務

・シェアオフィス誘致セミナー

・誘致サポート運営・管理

・ＳＮＳを活用した情報発信 ▴「Ｋｉ－Ｄａ」の様子

(３) ポケットパーク推進業務

・イベント利活用の促進

【事業効果】

・都市部企業と地元企業者との交流、異業種間の交流などを図る。

・新たなビジネスの創出などによる地域経済の活性化につなげる。

・企業やリモートワーカー、新たに起業される方などの交流、情報交

換などによるビジネスネットワークの形成など。

・ポケットパークを活用し、中心市街地の活性化や賑わいの創出を図

る。

◄ ポケットパークイメージ図

（実際とは異なる場合があります）
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ため池監視システム導入事業

予 算 額 ６，５００千円

担当課名 農林業振興課

建設課

【現状と課題】

・吉野川水系流域治水対策の一環として、令和３年度から既存農業用ため池を

活用した洪水調節対策（非利水期の事前放流、台風等接近時の直前放流）を

実施し、流域の洪水被害の軽減に努めている。

・事前・直前放流の実施にあたっては、現地で目視によりため池の水位等を確

認しており、台風等異常気象時においても同様であるため、緊急時における

適切な対応にタイムラグが生じる可能性がある。

・ため池の現況について、管理する土地改良区等との連携が必須であるが、

それぞれの目視による確認のため状況の変化に対応できない。

【事業概要・対策】

・大正池、塚池、敷地池及び一ノ坪池に監視カメラ及び水位計を設置し、Ｌ

ＴＥ回線を利用した遠隔監視システムを導入する。

・パソコン等からリアルタイムで水位状況等を把握し、適切なタイミングで

直前放流を実施する。

・システムには、ため池を管理する土地改良区等からもアクセスできること

とし、官民協働による治水対策を推進する。

【事業効果】

・業務の効率化

・ため池管理者との情報共有

・的確かつ迅速な放流の実施

・悪天候下での安全な状況確認（二次災害の防止）

事前放流、又は直前放流により

水位を低下させ、雨水を貯留

堤体

〈ため池イメージ図〉 〈監視システムによる水位の確認〉

〈画像〉

〈水位〉
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新ごみ処理施設整備・運営事業

予 算 額 ８９，８０７千円

担当課名 事業推進課

【現状と課題】

現在、燃やせるごみの処理については、中央広域環境施設組合において

「広域処理」を行っているが、令和７年７月末までとなる施設の使用期限

及び高額な運営費が課題となっていたため検討を行った。その結果、本市

単独で処理を行う方針とし、期限内の新ごみ処理施設整備を目指している。

【事業概要・対策】

新ごみ処理施設整備事業の長期的かつ安定的な事業の実施のため、施設の

設計・施工及び運営に係る業務を事業者が一括して行うＤＢＯ（Design：

設計、Build：施工、Operate：運営）方式により実施する。

事業の実施に先駆けて、事業者の募集・選定を行い、経済性や環境面に

優れた、安心、安全、安定的な処理を行うことのできる施設を整備する。

（令和４年度に実施する主なもの）

○新ごみ処理施設整備・運営事業を実施する事業者を選定し、実施設計を

行う。

○施設整備事業用地の造成工事を行う。

【事業効果】

○既存処理施設に要する運営管理費用と比較し、大幅な低減が期待できる。

○環境学習の場として、市民への啓発にも役立つ施設となる。

○ごみ対策について、市独自の取り組みが容易となり、災害時に発生する

ごみ処理についても迅速な対応が可能となる。
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